
2026 年 7月 23 日 

大阪市長  横山 英幸  殿                     

 

ホルムズ海峡封鎖等の影響による中小業者の緊急事態の打開を求める要望書（第二次） 

 

大阪商工団体連合会 

会長  藤川 隆広 

 

貴職におかれましては、府内中小業者の営業と生活を守るための施策に日々ご尽力いただき、厚

く御礼申し上げます。 

 イラン情勢は停戦合意が守られず、アメリカとイラン双方が攻撃を繰り返し、イランが再び海峡

封鎖を宣言するなど戦争終結が不透明な状況のままです。財務省「貿易統計」によれば「原油及び

粗油」の５月の輸入量は、2025 年比 42％と依然として供給不足が続いています。加えて歴史的な

円安により、物価上昇が止まりません。 

大商連に寄せられたアンケート（第三次）では、売上の減少や資金繰りの悪化の割合が増え、直

接支援を求める声が大きくなっています。 

 依然として厳しい経営環境のなか、府内中小業者の営業と生活を守るため、再度強く要望いたし

ます。 

記 

 

１、 重点支援地方交付金などを活用し、工場・家賃リース料などの固定費補助など直接支援を行

うこと。 

２、 既往債務の返済凍結、長期据え置きの借り換え制度をはじめ、保証協会の 100％保証付き新

規融資など自治体独自の制度融資を設けること。金利・保証料補給を行う制度を実施するなど

資金繰り支援を強めること。 

３、地方税や国民健康保険料・税の納付を猶予・免除する特例制度を実施すること。 

４、 コロナ禍に実施された「持続化給付金」「家賃支援給付金」のような支援策の実現や自治体

が行う支援策への財政措置を行うよう、政府に要請していただくこと。 

５、カジノ・副首都・都構想や大型公共工事を止め、府民の暮らしや営業支援を優先すること。 

以上 

 


